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柏原市役所庁舎総合管理業務公募型プロポーザルに係る実施要領 

 

本実施要領は、柏原市役所庁舎総合管理業務（以下「本業務」という。）の委託事業を公

募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により選定するために必要な事項

を定める。 

 

１ 目的 

 本業務は、柏原市役所の庁舎（本館、別館）と外構（緑化地帯及び駐車場等）（以下「市庁

舎等」という。）を受託者が総合的かつ効果的・効率的・経済的に管理することで、庁舎機能

の安全性、利便性を向上させるとともに、建物の美観及び環境衛生を保全し、業務管理の質

の向上と公務の正常な運営を確保することを目的とする。 

 本業務を民間事業者の優れたノウハウを活かしたものとするため、市庁舎等の維持管理、

特に、ライフサイクルコストの縮減を目指した設備機器の予防保全型維持管理や業務の効率

化に向け、能力、技術力を有する事業者を選定するにあたりプロポーザルを実施する。 

 

２ 業務概要 

（1）業 務 名  柏原市役所庁舎総合管理業務 

（2）業 務 内 容  別紙「柏原市役所庁舎総合管理業務仕様書」（以下「仕様書」という。）の

とおり 

（3）業務履行期間  令和 6年 4月 1日から令和 9年 3月 31日まで（36ヶ月間） 

※ただし、契約締結日から令和 6年 3月 31日までを履行開始に際しての

引継・準備期間とし、受託者においては、この期間に前受託者から業務

の引継ぎを受け、本業務に必要となる人員の育成や機器の準備等、業務

を適正に履行できる体制を整えること。 

（4）委託料上限額  月額 10,614,366円（消費税及び地方消費税を含まない。） 

※参加者の見積書記載金額（月額）が、柏原市が定める見積額の上限額

10,614,366円を超える場合は、その者を失格とする。 

 

３ 選定方法 

「柏原市役所庁舎総合管理業務プロポーザル審査委員会（構成：市職員5名）」（以下

「委員会」という。）において、本プロポーザルに参加を認められた者の提出する企画提

案書等及びプレゼンテーションの内容を審査し、契約候補者を選定する。 

 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げる全てを満たしているものとする。 

（1）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項各号及び同条第 2 項

各号の規定に該当しない者であること。 

（2）令和 5・6年度の柏原市物品購入・役務提供入札参加有資格者で、管理役務の建物総合

管理の業種に登録をしている者であること。 

（3）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てがなされていな

い者であること。 

（4）民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていな

い者であること。 

（5）柏原市暴力団排除条例（平成25年柏原市条例第27号）第2条第6号に規定する暴力団、
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同条第7号に規定する暴力団員又は同条第8号に規定する暴力団密接関係者に該当する

者でないこと。 

（6）参加申込書提出以後、柏原市入札参加有資格業者指名停止要綱による指名停止業者又

は指名回避業者でないこと。 

（7）建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）第12条の2第1

項第8号に掲げる事業についての登録をしていること。 

（8）警備業法（昭和 47 年法律第 117 号）第 4 条に規定する認定を受けていること。（大阪

府の区域外に主たる事務所を有する者にあっては、同法第 9 条に規定する届出書を大

阪府公安委員会に提出していること。） 

（9）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第 43 条第 7 項の規定

により、障害者の雇用に関する状況の報告義務がある者であり、障害者の法定雇用率

が 2.3%以上（令和 5年 6月 1日現在）の者であること。 

（10）平成25年4月1日から令和5年3月31日までの過去10年間において、国、地方公共団体

その他公法人又は公益法人から、延床面積が5,000㎡以上の規模を有する施設の建物

総合管理業務（契約期間１年以上）を元請として受注し、完了した実績を有するこ

と。ただし、履行中の契約については、令和5年8月31日時点で履行期間が1年を経過

するものを実績と認める。 

 

５ 実施スケジュール予定 

内容 日程 

①公告、参加申込・現地見学会申込・質疑

受付開始 
令和 5年 8月 16日（水）9時 

②現地見学会申込締切 令和 5年 8月 24日（木）17時 15分 

③現地見学会 

（希望に応じて開催） 

令和 5年 8月 28日（月）13時～15時 

            15時～17時 

  〃  8月 29日（火）13時～15時 

            15時～17時 

  〃  9月 1日（金）13時～15時 

            15時～17時 

④質疑受付締切 令和 5年 9月 4日（月）17時 15分 

⑤質疑回答 令和 5年 9月 13日（水）12時 

⑥参加申込受付締切 令和 5年 9月 19日（火）17時 15分 

⑦参加資格審査結果通知・提案書受付開始 令和 5年 9月 25日（月）12時 

⑧提案書受付締切 令和 5年 10月 16日（月）17時 15分 

⑨プレゼンテーション審査日程の通知 令和 5年 10月 20日（金）13時 

⑩プレゼンテーション審査 
令和 5 年 10 月 30 日（月）の指定する時間

（予定） 

⑪審査結果通知 令和 5年 11月 6日（月）12時 

⑫仕様書の協議及び契約締結 令和 5年 11月 9日（木）以降 

 

６ 公募方法 

本市ウェブサイト、柏原市役所本館屋外掲示板及び総務課窓口にて実施要領を公開して募

集する。 
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公募期間は、令和 5 年 8 月 16 日（水）9 時から令和 5 年 9 月 19 日（火）17 時 15 分まで

とする。 

 

７ 参加申込 

本プロポーザルに参加しようとする者は、本市ウェブサイトに掲載する参加申込書等を提

出すること。なお、期限までに参加申込書等を提出しない者、又は参加資格要件に該当しな

いと認められる者は、本プロポーザルに参加することができない。 

（1）受付期間 

令和 5年 8月 16日（水）9時から 

令和 5年 9月 19日（火）17時 15分まで 

（2）受付時間 

平日開庁日の 8時 45分から 17時 15分まで 

（3）提出書類 

①参加申込書兼誓約書（様式第 1号） 

※当該様式に押印する印鑑は、契約検査課へ届出済みの印鑑とする。 

②同種業務の受託実績調書（様式第 2 号）及び建物総合管理業務の契約履行実績が確

認できる書類 

・平成 25 年 4月 1日から令和 5年 3月 31日までの過去 10年間において、国、地方

公共団体その他公法人又は公益法人から、延床面積が 5,000 ㎡以上の規模を有す

る施設の建物総合管理業務（契約期間１年以上）を元請として受注し、完了した

実績を有すること。ただし、履行中の契約については、令和 5年 8月 31日時点で

履行期間が 1年を経過するものを実績と認める。 

・実績については評価項目の対象とも兼ねるため、5件まで記載することができる。 

・記載した業務の契約書の写し（又は発注者が作成した契約履行証明書）、受託業務

仕様書を添付すること。 

③建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）第12条の2

第1項第8号の規定による建築物環境衛生総合管理業の登録証の写し 

④警備業法（昭和47年法律第117号）第4条に規定する警備業の認定証の写し 

⑤障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第43条第7項の規定に

よる障害者雇用状況報告書の写し 

※管轄の公共職業安定所長に提出した令和 5年 6月 1日現在のもの。 

（4）提出部数 

正本 1部 

（5）提出方法 

総務課への持参のみとする。 

（6）提出場所 

柏原市役所本館 4階 総務部総務課 

（7）参考資料の貸与 

①参考資料内容 

竣工図一式 

②貸与方法 

参考資料は電子記録媒体(CD-R)を貸与する方法で行い、令和 5 年 8 月 16 日（水）

9 時から受け付ける。借用を希望する場合は、柏原市総務部総務課に電話で連絡の

うえ、借用希望日時の予約をすること。貸与は借用書（様式第 12号）にて行うので、
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必要事項を記載のうえ持参すること。なお、各資料は本プロポーザルの目的以外で

の閲覧・利用を禁止する。 

③返却方法 

 貸与した電子記録媒体は、令和 5 年 10 月 30 日（月）のプレゼンテーション実施

後に本市へ返却すること。なお、参加資格審査の結果、参加資格がなかった者は、

直ちに郵送又は持参により本市へ返却すること。 

 貸与した電子記録媒体からコピーして保管したデータについては、参加資格審査

の結果、資格無しとして参加できず、電子記録媒体を返却する場合はその返却時に、

プレゼンテーション審査の結果契約候補者に選ばれなかった場合はその通知を受け

た時に全て消去し、その他著作権等を侵害しないこと。 

（8）その他 

・提出書類に虚偽の記載があった場合は失格とする。 

・提出書類受付後、補足資料等の提出を求めることができるものとする。 

 

８ 参加資格の審査結果通知 

提出された参加申込書等を審査した結果を以下のとおり通知する。 

（1）通知日時 

令和 5年 9月 25日（月）12時 

（2）通知方法 

 参加申込書兼誓約書（様式第 1 号）に記載されたメールアドレスへ参加資格審査結

果通知書を送付する。その後、原本を郵送するものとする。 

（3）審査結果に関する問い合わせ 

 参加資格を認められなかった者は、令和 5年 10月 2日（月）17時 15分までに、審

査結果について書面（任意様式）により説明を求めることができる。 

 

９ 参加の辞退 

本プロポーザルにおける参加申込書兼誓約書（様式第 1号）の提出後、参加を辞退する場

合は以下のとおりとする。 

（1）受付期間 

参加申込後から令和 5年 10月 16日（月）17時 15分まで 

（2）受付時間 

平日開庁日の 8時 45分から 17時 15分まで 

（3）提出書類 

辞退届（様式第 10号） 

※当該様式に押印する印鑑は、契約検査課へ届出済みの印鑑とする。 

（4）提出部数 

正本 1部 

（5）提出方法 

原則、持参とする。 

郵送による場合は書留等配達状況を追跡できる方法にて提出すること（受付期間必着）。

提出時には必ず本市へ事前確認すること。 

（6）提出場所 

柏原市役所本館 4階 総務部総務課 

（7）その他 
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企画提案書提出後の辞退はできないものとする。 

 

10 現地見学会 

 現地見学会の参加を希望する場合は、現地見学会参加申込書（様式第 9号）に参加可能な

日を記載の上、電子メールにて送信し、メールが届いているかを電話にて確認すること。日

程調整の上、改めて実施日を通知する。現地見学会への参加は必須ではないが、管理区画等

について案内するためなるべく参加すること。また、公平を期すため見学会当日は質疑を受

け付けない。質問については 11 参加申込・企画提案に関する質問 の説明に従って行うこ

と。 

（1）現地見学会実施日程 

令和 5年 8月 28日（月）13時～15時もしくは 15時～17時 

  〃  8 月 29日（火）13時～15時もしくは 15時～17時 

  〃  9 月 1日（金）13時～15時もしくは 15時～17時 

（2）開催方法 

本館 2階多目的室 2-1で受付後、簡単な説明を行い、ツアー形式で実施する。 

受付は見学会開始の 15分前から開始するので、見学会開始時刻までに受付を済ませる

こと。 

（3）申込期間 

令和 5年 8月 16日（水）9時から 

令和 5年 8月 24日（木）17時 15分まで 

（4）実施日程の決定 

令和 5年 8月 25日（金）中に、メールにて各申込者に実施日程を通知する。 

 

11 参加申込・企画提案に関する質問 

参加申込・企画提案に関して質問がある場合は、以下のとおり問い合わせすること。 

（1）受付期間 

令和 5年 8月 16日(水)9時から令和 5年 9月 4日(月)17時 15分まで 

（2）質問方法 

 質疑・回答書（様式第 11号）に必要事項を記入の上、電子メールにて送信すること

とする。なお、メールの件名は「柏原市役所庁舎総合管理業務公募型プロポーザルに

関する質問について（事業者名）」とし、必ず電話にて送信確認を行うこと。 

（3）送信先 

柏原市総務部総務課 

（4）回答方法 

 回答については一括して取りまとめ、令和 5 年 9 月 13 日（水）12 時より本市ウェ

ブサイトにて公開するものとする。 

 

12 企画提案書等の提出 

本プロポーザルの参加申込が認められた者については、期限までに本市ウェブサイトに掲

載する書類を提出し、指定日時のプレゼンテーションに参加するものとする。 

（1）受付期間 

令和 5年 9月 25日（月）12時から令和 5年 10月 16日（月）17時 15分まで 

（2）受付時間 

平日開庁日の 8時 45分から 17時 15分まで 
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（3）提出書類 

①企画提案書表紙（様式第 3号） 

※当該様式に押印する印鑑は、契約検査課へ届出済みの印鑑とする。 

②企画提案書（任意様式） 

・プレゼンテーション審査は事業者名を公表せずに行うので、事業者名等の事業者

が特定できるものは記載しないこと。 

③見積書（様式第 4号） 

※当該様式に押印する印鑑は、契約検査課へ届出済みの印鑑とする。 

④積算内訳書（任意様式） 

・内訳の項目は、「建築保全業務積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）」の最

新版を参考に作成すること。 

⑤自己資本比率状況書（様式第 5号） 

⑥流動比率状況書（様式第 6号） 

⑦直近 3事業年度決算状況書（様式第 7号） 

⑧直近 3事業年度の決算書（貸借対照表、損益計算書）の写し 

・上記⑤から⑦までの各種様式に引用した、決算書の数値をマーカーで明示するこ

と。 

⑨ISOマネジメントシステム認証（品質・環境マネジメント）の登録証の写し 

⑩障害者雇用状況報告書の写し（令和 5年 6月 1日現在） 

⑪人権問題等への取組状況書（様式第 8号） 

・人権問題、男女共同参画、次世代育成支援への取組（研修、社内規程等）を記載

し、取組状況がわかる書類（認定書の写し、研修実施記録等）を添付すること。 

⑫CD-R（①～⑪を PDF形式で保存したもの） 

（4）提出部数 

①各書類 正本 1部（柏原市への届出印又は実印を押印したもの） 

※上記（3）提出書類の①～⑪の順にインデックスを付け、A4 フラットファイルに綴

じて提出すること。 

②企画提案書 8部 

③CD-R 1枚（正本を PDF形式で保存したもの） 

（5）提出方法 持参のみとする。 

（6）提出場所 柏原市役所本館 4階 総務部総務課 

（7）企画提案書の作成について 

①別紙「柏原市役所庁舎総合管理業務プロポーザル評価基準表」の「2 業務実施計画

等評価」の（1）から（5）までの各審査項目、業務基本仕様書及び各個別仕様書に基

づき企画提案書を作成すること。 

②用紙のサイズは、A4判とする。やむを得ず、A3判で作成する場合は、片面印刷で A4

判に折り込みすること。 

③企画提案書の綴りの順序は、別紙「柏原市役所庁舎総合管理業務プロポーザル評価

基準表」の審査項目の順に沿って容易に採点できるように作成すること。 

④作成された企画提案書の成果物の著作権は柏原市に帰属するものとする。 

⑤企画提案書の提出後、補足資料等の提出を求めることができるものとする。 

⑥企画提案書に虚偽の記載をした場合には、それを無効とし提案者を失格とする。 

⑦プレゼンテーション審査は事業者名を公表せずに行うので、事業者名等の事業者が

特定できるものは記載しないこと。 
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（8）見積書（様式第 4号）の作成について 

①見積書記載金額は、消費税及び地方消費税を含まない月額を記載すること。 

②その他注意事項については、見積書（様式第 4 号）に記載の注意事項にて確認する

こと。 

③見積書記載金額の上限額は、月額 10,614,366円（税抜）とし、この上限額を上回る

場合は、その参加者を失格とする。 

（9）企画提案書に対する開示請求について 

 企画提案書は柏原市情報公開条例（平成 12年条例第 23号）の規定に基づき開示請

求の対象となることに留意すること。 

 

13 企画提案書及びプレゼンテーションの審査 

 審査は、委員会において企画提案書の内容及び提案プレゼンテーションで行い、最高点を

得た者を契約候補者として決定する。 

 ただし、評価点の合計が、満点の 6割に満たない場合は、契約候補者として認めないもの

とする。なお、最高点の者が 2者以上となった場合は、見積書に記載の金額が低い者を契約

候補者とし、見積書に記載の金額も同額の場合は、委員会の合議により順位を特定するもの

とする。 

（1）1者提案 

 提案者が 1 者のみの場合であっても、提案内容の審査を行い、選定の可否を決定す

る。 

 ただし、評価点の合計が、満点の 6 割に満たない場合は、契約候補者として認めな

いものとする。 

（2）審査方法 

企画提案の内容について、プレゼンテーション審査を実施する。 

（3）プレゼンテーション審査 

①実施日時 

令和 5年 10月 30日（月）のうち指定する時間（予定） 

※実施日時については、令和 5年 10月 20日（金）13時に参加申込書兼誓約書（様

式第 1 号）に記載されたメールアドレスへ通知する。その後、電話連絡を行う。

プレゼンテーションの順番は、参加申込書兼誓約書（様式第 1 号）を受理した順

番とする。 

②実施場所 

柏原市役所本館 4階大会議室 

③実施方法 

 提出された企画提案書等をもとに、委員会においてプレゼンテーション審査を実

施し、評価点方式により順位付けを行い、本市の定める基準点以上の最高点を獲得

した提案者を契約候補者とする。プレゼンテーションにおける提案時間は 30分以内

とし、提出した企画提案書の内容に基づき簡潔に説明すること。その後、15分程度

の質疑応答を行う。 

※入退場準備の時間は 10分以内とすること。 

④審査基準 

別紙「柏原市役所庁舎総合管理業務プロポーザル評価基準表」のとおりとする。 

⑤結果通知 

 令和 5 年 11 月 6 日（月）12 時より、審査を実施した全提案者に対し、参加申込
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書兼誓約書（様式第 1 号）に記載されたメールアドレスへ審査結果通知書を送付す

る。その後、原本を郵送するものとする。併せて、本市ウェブサイトにて結果を公

表する。 

⑥審査結果に関する問い合わせ 

 審査において選定されなかった提案者は、令和 5年 11月 8 日（水）17時 15分ま

でに、審査結果について書面（任意様式）により説明を求めることができる。 

⑦その他 

・プレゼンテーション当日の出席者は、予定の統括責任者を含む 5名までとする。 

・他の提案者のプレゼンテーションは傍聴できない。 

・プレゼンテーション審査は事業者名を公表せずに行うので、名札等は着用しない

こととする。 

・指定日時の遅刻や欠席については、失格扱いとする。 

・プレゼンテーション実施に際して必要な物は提案者が用意すること。ただし、電

源、65 型液晶モニターについては本市で用意する。 

・65型液晶モニターを使用したプレゼンテーションを実施予定の者は、パソコン接

続の不具合に備え、スライド内容を保存した USB媒体等を用意しておくこと。 

・プレゼンテーション当日の追加資料の配付や事前に提出済の企画提案書等の差替

えは認めない。 

・質疑応答に出席しない場合は、参加意思がないものとみなし、原則として審査の

対象としない。 

 

14 契約 

（1）契約の締結 

 契約候補者と提案内容を踏まえた仕様書を作成し、契約を締結するが、契約締結の

協議段階で合意に至らなかった場合や、契約候補者が契約締結までの間において、本

実施要領「4 参加資格」を満たさなくなった場合は、次点候補者と契約締結の交渉を

行うものとする。 

（2）契約金額 

契約金額は、提案された見積金額以内とする。 

（3）契約保証金 

 契約金額（3年間の総額（消費税及び地方消費税を含む。））の 100分の 10以上の保

証金又はそれに代わる担保等とする。 

 

15 プロポーザルに参加することができない者 

（1）プロポーザルにかかる所定の書類を指定日時までに提出しなかった者 

（2）プレゼンテーション実施における指定日時に出席しなかった者 

（3）その他、柏原市がプロポーザルに参加することが不適当と認めた者 

 

16 その他 

（1）提案者からの企画提案は、1者 1提案とする。 

（2）提出書類の作成等に要する費用は提案者の負担とする。 

（3）提出を受けた書類の返却は行わない。 

（4）本プロポーザル実施にあたり知り得た情報は本業務の目的以外に使用しない。 

（5）提案後に仕様書、現場等についての不明を理由として異議を申し立てることはできな
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い。 

（6）契約締結後において、虚偽の記載等不正と認められる行為があった場合は、契約の解除

ができるものとする。 

（7）次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

① 本実施要領「4 参加資格」の参加資格要件を満たさなくなった場合 

② 本市財務規則を含む関係法令等に違反した場合 

③ 提出書類が期限までに提出されなかった場合 

④ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

⑤ 見積額が本実施要領「2 業務概要」（4）に記載する委託料上限額を超える場合 

⑥ 上記のほか、本実施要領の記載事項を遵守しない場合 

（8）本プロポーザルは、本業務の契約候補者を選定するものである。 

（9）本プロポーザルの仕様書は、企画、提案能力のある事業者を選定するものであるため、

詳細な仕様については本市と事業者が協議を行い、契約を締結するものとする。 

（10）審査に対する異議を申し立てることはできないものとする。 

 

17 提出・問い合わせ先 

〒５８２－８５５５ 柏原市安堂町 1番 55号 

柏原市役所総務部総務課 

ＴＥＬ ０７２－９７１－５１９２ 

ＦＡＸ ０７２－９７１－５０８９ 

ＭＡＩＬ soumu@city.kashiwara.lg.jp 

 

18 選定結果の公表 

選定結果については、公正性及び透明性を確保するため、本市ウェブサイトで公表する。 
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（実施要項参考資料） 

 

○柏原市暴力団排除条例 

(定義) 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5) 略 

(6) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号。以下

「法」という。)第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。 

(7) 暴力団員 法第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。 

(8) 暴力団密接関係者 大阪府暴力団排除条例(平成 22 年大阪府条例第 58 号)第 2 条第 4 号

に規定する暴力団密接関係者をいう。 

 


